
有効求人倍率の推移（季節調整値）

職業紹介主要指標

23年 3月 23年 2月
前月比
（差）

22年 3月
前年同月比
（差）

１． 8,888 7,943 11.9 8,441 5.3 

２． 29,880 27,066 10.4 29,727 0.5 

３． 7,474 6,711 11.4 5,849 27.8 

４． 17,982 16,549 8.7 13,375 34.4 

５． 15,850 12,530 26.5 16,520 ▲ 4.1 

６． 3,419 2,576 32.7 3,017 13.3 

７． 3,315 2,466 34.4 2,890 14.7 

0.56 0.54 0.02 0.42 0.14 

0.60 0.61 ▲ 0.01 0.45 0.15 

９．就職率 　　 (％) 38.5 32.4 6.1 35.7 2.8 

10．充足率　　　(％) 44.4 36.7 7.7 49.4 ▲ 5.0 

11． 3,018 2,751 9.7 2,874 5.0 

12． 11,757 10,995 6.9 11,660 0.8 

13． 5,525 4,377 26.2 5,454 1.3 

14． 1,035 854 21.2 873 18.6 

15．就職率　　　 (％) 34.3 31.0 3.3 30.4 3.9 

16． 19,589 19,567 0.1 19,501 0.5 

17． 270,876 270,621 0.1 264,072 2.6 

18． 1,745 1,584 10.2 1,811 ▲ 3.6 

19． 1,590 1,391 14.3 1,649 ▲ 3.6 

20． 6,295 6,242 0.8 7,459 ▲ 15.6 

21． 825,188 696,409 18.5 1,008,234 ▲ 18.2 

3月の雇用の動き

総 支 給 金 額 （ 千 円 ）

就 職 件 数

離 職 票 提 出 件 数

項　　　　　　　　目

新 規 求 職 申 込 件 数

月 間 有 効 求 職 者 数

新 規 求 人 数

中
高
年

(

パ
ー

ト
を
含
む

)

雇
用
保
険

受 給 資 格 決 定 件 数

全
数
（

パ
ー

ト
を
含
む
）

紹 介 件 数

月 間 有 効 求 人 数

充 足 数

季調値

原数値比
率

８．有効求人倍率(倍)

就 職 件 数

新 規 求 職 申 込 件 数

月 間 有 効 求 職 者 数

紹 介 件 数

受 給 者 実 人 員 ( 所 定 内 )

被 保 険 者 数

適 用 事 業 所 数

0.30

0.35

0.40

0.45

0.50

0.55

0.60

0.65

 4月  5月  6月  7月  8月  9月  10月  11月  12月  1月  2月  3月

倍  平成20年度  平成21年度  平成22年度

６
１

７
３

14
11

  求職者1人当たりの有効求人数を示す平成23年3月の【有効求人倍率】(季節調整値)は、前月を0.02ポイント上回り 0.56倍となった。
     【有効求人】は、(季節調整値)前月比で 3.4％増、前年同月比で 34.4％増（13か月連続)、

 　   【有効求職】は、(季節調整値)前月比で0.7％増、前年同月比で0.5％増,

　    【新規求人】は、前年同月比で 27.8％増(13か月連続）、【新規求職】は同 5.3％増(3か月連続)となった。

 

       【新規求人数】は、一般 30.8％（1,131人）増、パート 22.8％（494人）増、全体で 27.8％（1,625人）増となった。

     産業別にみると電気・ガス・熱供給・水道業を除いては全ての産業で増加となった。建設業が 40.9％（115人）増で2か月連続、製造業は 19.6％（117人）増で9か月

連続、卸売業，小売業は 31.7％（294人）増で15か月連続、医療，福祉は 31.6％(431人)増で10か月連続、サービス業は 30.9％（195人）増で3か月連続の増加となっ

た。

       【新規求職者数】は、一般 6.4％（398人）増、パート 2.2％(49人)増、全体で 5.3％(447人)増となった。

 “パートを除く常用求職者”を求職時の態様別にみると、無業者は 29.8％(233人)増で25か月連続、在職者は 18.1％（278人）増で14か月連続のそれぞれ増加となり、

自己都合離職者は0.7％(17人)増加した。一方、事業主都合離職者は 5.9％（76人）減で16か月連続の減少となった。また、常用求職者を職業別にみると、管理的職

業が 14.3％（2人）増で4か月ぶりに増加に転じた。専門的・技術的職業は 9.8％(138人)増で6か月連続、サービスの職業は 14.4％(109人)増で5か月連続の増加とな

り、事務的職業は 6.8％（131人）増、生産工程・労務の職業は 3.1％（56人)増で、ともに3か月連続の増加となった。

　“パートを除く常用求職者”を５歳刻みの年齢階層別（11区分）にみると、60～64歳は4.7％(20人)減で10カ月ぶりに減少となった、他は全ての年齢区分で増加となっ

ている。19歳以下は 19.5％（50人）増で14か月連続、50歳～54歳は 2.4％（12人）増で4か月連続の増加となった。また、20歳～24歳は 6.5％(64人)増、55歳～59歳は

7.6％（36人）増でともに3か月連続の増加となった。

       【職業紹介状況】は、紹介件数が 4.1％減の 15,850件となり、就職件数は 13.3％増の 3,419件となった。

    うち、パートの紹介件数は 3.6％減の 4,064件となり、就職件数は 6.7％増の 986件となった。就職率（対新規求職者）は、2.8ポイント上回って 38.5％となった。

    本県の労働市場は、有効求人倍率(季節調整値)が0.56倍となり、対前月差で0.02ポイント上昇、前年同月差では0.14ポイント上昇し13か月連続の上昇となった。こ

れは有効求人数の増加が有効求職者数の増加を上回ったためである。
　 新規求職については、前年同月比5.3％増で3か月連続の増加となった。事業主都合離職者は小幅ではあるが依然減少しているのに対し、在職者や無業者は依然

として増加が続いている。一方、新規求人は、電気・ガス・熱供給・水道業を除いては全ての産業で前年同月比増加となった。求人に占める割合の大きい医療,福祉、

卸売業,小売業、サービス業に加え、建設業、学術研究、専門、技術サービス業、教育、学習支援業が高い伸びとなっており、全体では27.8％増で13か月連続の増加

となった。今後については、東日本大震災の影響や原油価格上昇等の景気下振れリスクがあり、本県経済の動き、求人・求職の動向を注視する必要がある。
○非正規労働者の雇止め等状況（30人以上離職予定）については、当月は該当が無かった。
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